
高蔵住宅 FAX番号 098-857-7720
申込者は、別紙【個人情報の取得 管理 利用に関する同意き及び賃費借保証委託契約に関する重要事項説明書】を承諾のうえ申込を行います。

舎 【審査専用FAX】 r2 入居申込書兼保証委託申込書 (□ 再送 )■E困団■
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お申込日 年 月 日 入居予定日 年 月 日 申込移憩 □  新規申込者  □  既存入居者 記
項
特
事

物件用途 □ 住居用  □ 住居学生用   ロ トランクルーム    ロ 倉庫   □ 駐車場  □ 店苗・事務所    □ 与勇書層ユΥ

フリガナ

榜件名

号 室

物件住所

〒| ―   |

沖縄県

0烹質(資 )ヽ 1)水 逍軒町(区)費 □ 倣全・保臣金

②央と負 rttR 口 ■金

□ 敷引(解的引営)

性

別

□  男

口  女

配

憫

者

□ 有

□ 無
生年
月日

年

月 日 ( )歳

a駐車場

申

込

者

・
資

借

人

フリガナ

氏 名

現住所

〒|   | |

都  道  府 .県

現住膳 □ 自己所有 □ 家族所有 □ 質賞  □ 社宅  □ その他  ( )

自宅電話 携帯電話

勤務先名称 動務先電話

勤務先住所

※建切名・号室もごBE入 ください ,

都 .道 .府  県

雇用形態
口 公務員  □ 会社経営者   口 役A・ 三社員   □ 契約社員

ロ アルバイト・パート   ロ 学生  □ 年金   口 生活保康受綸

口 派遣社員   □ 個人事業主   口 個人事業働務

□ 無凛   □ その他  ( )

部 署 年収 勤務年数 年 ヶ 月

車輛 メーカー 車種 /色 / 車輛番号

車輛 メーカー 車種 /色 / 車輛番号

□

伺

居

人

※

ロ

実

入
居
者

氏 名

続

柄

生年月日 西 層 年 月 日

務帯t缶

フリガナ

氏 名

犠

柄

生年月日 西 層 年 日

協帯電流

フリガナ

氏 名

犠

柄

生年月日 西層 年 月 日

協帯電話

氏 名

続

柄

生年月日 西 暦 年 月 日

鶴帯電話

違帯保証人
本書面及び本福を利用した場合、全保違株式会社の書査においては、

フリガナ

氏 名

犠

柄

性

別

男

女

生年
月日

西暦 年

月 日 ( )歳

現住所

※マンシヨン名・号望もご

“

入ください。

都 ・ 道 府  県

現住居 □  自己所有  国  家接所有  □  賓Я  □  社宅  □  その他  ( )

電 脳 自宅 携帯

勤務先名称
口 同上 勤務先

電話

勤務先住所

|:.||
□ 同上

都 道 府 ・ 県
年収 万 円 動機年数 年

全保違株式会社 平日・■日 祝日 9:〔X～ 18:(X 受村縦了後の申込は望雪豪日のおHIとなり手丁

会社名 有限会社 高蔵住宅 担当

住 所

〒 901-0152

沖縄県邪覇市小禄414-3

TEL 098-357-7311 FAX 098-857-7720



(有)高蔵住宅

入居申込事前説明書 兼 同意書

この度は、お申し込みをご検討いただきましてありがとうございます。

お申し込みの前に、次の事項をご確認ください。すべてご承諾いただいたうえで、入居申込書のご記入を

お願いいたします。

① 入居申込書をすべて記入し弊社へ提出をお願いいたします。

保証会社にご加入いただくことが条件でのご契約になりますので、加入いただけない場合は契約する

ことはできません。

② 入居審査にあたつて、身分証明書、その他審査に必要な書類を提出していただきます。

③ 入居審査結果を弊社の担当者よりご連絡差し上げます。

保証会社・家主様の審査結果によっては理由を述べず、お断りさせていただく場合もございますので、

ご理解くださいますようお願いいたします。

④ 契約時に仲介手数料として賃料の 1ケ月分と消費税の合計額をお支払いしていただきます。

⑤ 弊社取り扱い以外の住宅総合保険へご加入される場合には、保険証書の写しを提出していただき

ます。

③ ご契約の日程をご相談し決定していただきます。

水曜日・日曜・祝日は指定できません。

⑦ ご契約当日は、重要事項説明書及び契約書の読み合わせ後、署名捺印をしていただきます。

ご契約には、およそ 1時間程度時間を要します。

本書類の内容を確認し、入居申込書の記入事項に相違なく、入居申し込みいたします。

年  月  日

イキ 所

◎氏 名

(個人の場合、自書であれば印の省略可)



保証会社控 兼 賃借人控
れnhoren全保連株式会社

個人情報及び法人情報の取得。管理・不u用に関する同意書及び賃貸借保証委託契約に関する重要事項説明書

個人情報及び法人情報の取得・管理・利用に関する同意事項
賃貫借保証委託契約 (以下「委託契約 1といい、当該委託契約に係る

質貸僣保証契約を「保証契約」といいます.)の申込著 (委託契約に
係る連帯保証人予定者を含みます また、委託契約への申込後、

委託契約締結に至つた者及びその連帯保証人も含みます 以下、こ

れらの者を併せて「申込者」といいます=)は、全保運株式会社 (以下
「当社」といいます.)が、本条項に従い、申込者の(目人情報及び法人

情報を取り扱うことに同意します

雹入籍撃きば:級牛の個刈 こ関する情報等をいい、当該情報 こ含ま
れる氏名、生年月日その他の記述等により特定の個人を譲別するこ

とができるもの等をいいます=ま た、その情報のみでは議別できな
い場合でも、他の情報と容易に照合することができ、それにより特
定の個人を識別することん`できるもの等も個人情宇FI〔含まれますt
l氏名、性別、生年月日、1主所、電話番号、国籍、職業、勤務先名称、
勤務先1主所、勤務先電話番号及び年収等の入居申込書兼保証

委託申込書 (以下「申込書Jといい、申込轡に相当する書式を

含みますそ)、 委託契約壱叢保証契約書に記載された属性情報
(変更後の情報を含みます)=
P委託契単uに関する情報 (質貸物件の名祢 。所在地、質料、日座
情報、契約の種類、契約日、保証開始日、保証額等を含みます.)

'委
託契約に関する資料支払状況等の取引情報
4運転免許証、ハスポート及び在留カード等に記載された本人
確認のための情報、
i個人の肖像又は音声を磁気的又は光学的記録螺体等 1こて記録
された映像又は音声情靴
,裁判所等公共機関、官報、マスメディア、電話帳又は住宅地図等
において′ム`にされている情報 .

第 2条 (法人情報)
法人情報とは、以下の法人に関する情報等をいい、当該情報に含ま

れる法人名・代表者名・所在地・電話番号その他の記述等により

特定の法人を議別することができるもの等をいいます。また、その

情報のみでは識別できない場合でも、他の t脅報と容易に照合するこ

とができ、それにより特定の法人を調別することかできるもの琴も

法人情報に含まれますt
午法人名、代表者名、所在地、電話番号、FAX番号、設立年月日、
資本金、年萄、従業員等、事業内容等の、申込書、委託契約兼

保証契約■に記載された属性情報(変更後の情報を含みます)

'法
人に係る前条第 2号及び第 3号に定める情報
B登記事項証明篠等に記載された法人確認のための情報 I

T法人に係る前条第 6号に定める情報
第 3条 (関連する個人情報)
当社は、緊急連絡先及び同居人等の申込者の関係者に関するl圏人

情報についても本条項に従つて取り扱います

第 4条 (個人情報の利用目的)
当社が申込者から取得した個人情報の利用目的は以下のとおりで

す:本条項に別段の定めあヽある場合のほか、利用目的を超えて個人

情報を利用することはありません.
I委託契約及び保証契約の締結可否の判断のため :

2委 St契約及び保証契約の締結及び履行のためて
a委託契約に基づく求償権の行使のため,
■当社のサービスの紹介のため

=

,当社のサービスの品質向上のため,
a委託契約もしくは保証契約の付帯商品提供のため,
テご意見、こ要望又はご相談について、確認、回答又はその他
の対応を行うため(
■質貸人及び管理会社からの委託に基づく収納代行事務を行う

ため,

'質
質倍契約の履行及び管理並びに契約終了後の債権債務の

構算に協力するため.
第 5条 (個人情報の第三者への提供 )
(1)当社は、以下に該当する場合を除くほか、あらかじめ申込者本人
の同意を得ず個人情報を第二者に提供することはありません ,
I法令に基づく堀合 ,
オ人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合で
あつて、申込者本人の同意を得ることか困難であるとき.
('公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の推進のために特に

必要がある場合であつて、申込者本人の同意を得ることが

困難であるとき,
1国の機関若しくは地方公共団体又はその委託を受けた者か
法令の定める事務を運行することに対して協力する必要が

ある
'弓

合であつて、申込者本人の同意を得ることにより当該

事務の遂行に支障を及ぼすおそれがあるときt
鬱)申込者は、当社が申込者の個人情報を以下の第三者に対し提供

することに同意します .

I第 4条記載の利用目的の達成のために、運帯保証人予定者、
質倍人、連帯保証人、賃貸物件の所有者、質貸人、管理会社、
仲介会社、調査会社、緊急運絶先若しくは同居人等の申込者の

関係者、委託契約もしくは保証契約の付帯商品の提供会社に

対し提供すること、
P当 社が申込者に対して有する債権を譲渡又は担保に供する

堀合、譲渡先又は担保権者に対し取引に′必要な項目を電送等
により提供することィ

'そ
の他申込者か第二者に不利益を及ぼすと当社が判断した

場合に当該第二者に対し提供すること

第 6条 (第三者の範囲)
以下の場合、個人情報の提供を受ける者は、第二者に該当しないも
のとします
●当社が利用目a勺の達成に必要な範囲内において個人情報の

取り扱いの一部又は全部を委託する場合 (なお、委託先におけ

る個人情報の取り扱いについては当社が責任を負います).
イ方合併その他の事由ltよる事業の承継に伴つて個人情報が提供
される1弓合

=

第 7条 (家質損務保証情報取扱機関への受無・利用等)
(1)申 込者は、当社が個人情報を当社の加盟する以下の家賃債務保

証情報取扱機関 (以下「加盟家質嶺務保証情報取扱機関Jといい

ます.,に提供することに同意します
■加盟家質債務保証情報取打t機関
名  称 :一般社団法人 全国質質保証柔13会 (略称 LICC)
住  所 :〒 1050004 東京都港区斯構 5丁目 22番 6号

ル・クラシエル BLDG2四 階 A
電話器号 :05'0‐086110

図撃上掌 評 聖怒 黎壁者等との委。托契約手帝籍可否の羊l断及び委。モ

契約又は保証契約の履行 求償権の行使のために、加盟家質イ費務保

証情報取扱機関に照会し、申込者に関する個人情報が登録されてい

る場合には、当社が当該情報を利用することに同意しますt
(31申込者は、以下の表に定める個人情報か加盟家賃償務保証情報取

扱機関に以下の表に定める期間登録され、加盟家賃債務保証情報

取扱機関の会員により申込者との契約締結可否の判断及び契約の

履行・求{賞権の行使のために利用されることに同意します
=

“

)申込者は、賃貸人が質借人等に対して建物明渡請求訴訟を提起

した場合にこれに責)｀かる情報を、質貸人が当社に対し、当社か加盟

家質債務保証情報取扱機関に登録する目的で提供することに同意

します
(5〕原則として申込者等本人に限り、加盟家賃債務保証情報取督t機関に

登録される個人情報に係る開示請求又は当該個人情報に誤りが
ある場合の訂正、削除等の申立を、加盟雰賃損務保証情報取扱機関
か定める手続き及び方法によつてイ予うことかできます.
第 8条 (僧用情報機関への登録・利用等)
(i)申込者は、当社が第 1条、第 2条に該当する個人情報及び法人
情報を当社の加盟する以下の信用情報機関 (以下 f加盟先機関Jと
いいます )゙に提供することに伺意します.
■加盟先機関
名  称:株式会社 日本信用情報機構 (略称

'ICC)電話番号:0570‐ 055‐ 955

例当電*オ!線 鰐 注を紹 晃機関とl尾 携する鰤 の信用↑育報
機関 (以下「提携先機関」といいます′)に対して、申込者について
照会をかけた際、加盟先機関及び提携先機関に申込者の第 1条、
第 2条に該当する個人情報及び法人情報、申込者に対する金融
機関からの貸付け情報 (以下、単に「貸付け情報」といいます`)その

他の情報 (加盟先機関及び提携先機関の他の加盟会員と申込者
との間で締結されている金銭消質貸宿契約等に係る入金日、入金

予定日、残高金額、完済日、延滞・延滞解消、偵権回収、偵務整理、

保証履行、強制解約、破産申立、債権譲渡等の情報を含みます。)が

登録されている1尋合、当社は、これらの情報の提供を受け、提供を

受けたこれらの情報を、第 4条の利用目的の定め lに関わらず、申込
者と当社との間で委託契約を締結することの可否を審査する前提
となる申込者の返済又は支払能力を調査・判断する目的のみに

利用します。
日提携先機関
。名  称 :全国銀 ;々`固人信用情報センター
電話番号:0}32145020

増
R『

靖:翠婆盤雑
烈
甘翌中押:娑揺称90

電話器号:0120810414

け,「撃士営を竪雀富濯撲子駕照報及び法人情報のうち、保証割こ
ついての情報は質貸倍申込鉤件の質料等 1カ月分に椙当する額と
します
`ま
た、当社が前項の照会をかけた場合の申込者の申込日

及び申込商品種別等の情報 (以下「申込情報」といいます。)は、加盟

先機関に登録され、この登録期間は、当社が加盟先機関に照会した

日から6カ月以内です
=

,第 1項で当社が提供する個人情報及び法人情奪屋が、
'Xl盟

先機関
に登録される期間は以下の通りですt
ア申込者を特定するための情報 (申込者か個人の場合 :氏名、

性別、生年月日、住所、電話番号、勤務先名称、勤務先電話
番号等.申込者が法人の場合 :法人名、代表者名、所在彙k電
話番号、設立年月日等)

契約内容 (第 1条 2号の情報のうち、契約の種類、契約日、
保証額、賃貸鞠件の名称・所在地等)。 返済状況

`第

1条
3号の情報のうち、入金日、入金予定日、完済日等)・ 取引
事実 (第 1条 3号の情報のうち、保証履行顕、保証履行日等)・
嶺権議渡の事実に関する情報のいずれかが登録されてい

る期間
イ契約内容・返済状況・取引事実に関する情報

委託契約継続中及び終了後の 5年以内
ウイR権譲渡の事実に関する情報
当該事実の発生日から1年以内

|ユ加盟先機関は、当社が第 1項で提供した個人情報及ひ法人情報
並びに第 1号の申込情報を、加盟先機関に登録している他の加盟

会員及ひ提携先機関に登録している他の加盟会員に提供します.
これら力B盟会員は、当該個人情報及び法人情報並びに申込情報を

申込者の返済又は支払能力を調査する目的のみに利用します.

,申込者は、加盟先機関に登録されている個人情報及び法人情報

に係る闘示請求または当該個人情報 '法 人情報及び貸イ寸け情報に

誤りがある場合の訂正・削除等の申立を、加盟先機関か定める

手続き及び方法によって行うことんヽできますこ

第 9条 (個人情報の当社への提供)
申込者は、運帯保証人予定者、賃倍人、運帯保証人、賃貫人、管理会社、

仲介会社又は緊急連絡先及ひ同居人等の申込者の関係者が、申込者
の個人情報を、第 4条詑載の利用目的のために当社に対し提供するこ
とに同意します.
第 10条 (個人情報の開示・訂正等・利用停止等 )
イ1:当社は、当社所定の方法により、申込者等本人から、当該申込者
本人が議別される子圏人情報の開示を求められたときは、申込者等本
人に対し、遅滞なく、当該保有個人情報を開示します(ただし、開示
することにより以下の各号のいずれかに該当する場合は、当社の

判断により担人情報の全部又は一部を開示することはありません ,
I申込者本人又は第二者の生命、身体、財産その他の権利利益を

害するおそれんヽある場合 !
2当 社の業務の適正な実施に著しい支障を及ほすおそれんヽある

場合t
ゴ法令に違反することとなる場合

`

12,当 社は、当社が保有する個人情報の内容か事実でないことか判明
した場合、利用目的の達成に必要な範囲内において、速やかに当該

c蟹宇F新
の情報へ訂正追 加又は

型
環 以下「訂正等」といいます.)

15当社は、申込者本人から
停止、

し

る場合 !

イ当社の業務の連正な実施に著しい支障を及ぼすおそれがある

場合・
ェ法令に違反することとなる場合.
第 11条 (個人情報の正確性 )
当社は、利用目的の達成に必要な範囲内におして 、十日入情報を正確メ)｀
つ最新の内容に保つよう努めます」ただし、委託契約又は保証契約の

申込時又は締結時においてご提供いただいた個人情報が正確かつ最
新であることにつして は、申込者が質任を負うものとします(

第 12条 (必要情報の提出)
申込者は、委託契約の申込、締結又は履行に必要な情報を提出するこ

とに同意します
=

第 13条 (本条項不同意の場合の措置)
申込者か、委託契約及び保証契約において必要な記載事項 (申込書、

委託契約■及び保証契約魯表面で記載すべき事項)の記載を希望さ
れない場合、及び本条項の全部又は一部を承認できない

'B合
には、当

社は委託契約及び保証契約の締結をお断りするlB合があります。ただ

し、第 4条 ,I〔同意しない堀合は、これを理由に当社が委託契約及び
保逐【契約を拒否することはありません
第 14条 (審査結果)
当社は、委託契約及び保証契約申込につして の審査結果を質貸人、管
理会社又は仲介会社へ通知しますをなお審査結果は審査時点のもの

であり、契約時点で申込者に著しい信用状況の変動や、申込内容の変
更等かある場合には契約できないよ尾合かありますィ又、当社による審

査により、委託契約及び保証契約か受講されない結果となつた場合で

あつても、審査内容及び審査の理由は開示しませんてまた、当社は、法
令に定められた訂正等・利用停止等の 1場合を除き、提供された個人

情報及び法人情報を含む書面についてはいかなる場合にも返押及び

削除しません.
第 15条 (個人情報の管理 )
(11当社は、その管理下にある個人情報の紛失、誤用及び改変を防止す
るために、邁切なセキュリティ対策の実施に努めます.
p)当社は、保有する個人情報につしヽて権限を持つ利用者のみがアクセ

スできる安全な環境下に保管するよう努めます。
第 16条 l個人情報及び法人情報取り扱い業務の外部委託 )
当社 Iよ、個人情報及び法人情報を取り扱う業務の一部又は全部を外
部委託することかあります

`

第 17条 (駐計データの利用)
当社は、提供を受けた個人情報をもとに、個人を特定できない形式に

加工した統計データを作成することかあります.当社は、当該データlt
つき何らの制限なく利用することができるものとします.
第 18条 (本条項の改定)
当社は、法令等の定めかある堀合を除き、本条項を随時変更すること
ができるものとします.

ヨーポレート本部長

たヽだくか、
せ窓口ま ださいてなお、 当社所定の手数料
を要します(

住  所
担当部署
電話番号 :03‐ 63275843
受付時間 :土 日祝日・当社休業日を除く9:00～ 18,00
第 21条 (適用除外)
申込者が法人の場合、第 7条は適用外とします t

第 22条 (特記事項)
当社の契約締結業務の都合上、申込者が、当社との間で委託契約 (申

込者が連帯保証人予定者の場合には、当社との間で委託契約に係る

運帯保証契約)を ,議結するに際して、当社に対し、本条項とは別の個人

情報の取り扱いに関する同意書 (以下「屠け同意書」といいます。)を提出

することとなる場合において、本条項と別同意奮の規定内容が異なる

場合t〔は、申込者は、本条項の規定が優先的に適用されることについ

て同意します.

東京都新宿区西新宿
全保連株式会社 ヨ

1941
ングライアンス統括部

申込者は、運転免許証、パスポート及び在留カード等の本人確認情報並びに当社の与信判断に必要な情報を提出することに同意するとともに当社が与信判断及び委託契約の締結、管理等に際し

上記条項に従って当該個人情報・法人情報の取扱いを行うこと及ぬ 面記載の「賃賞借保証委託契約に関する重要事項説明轡」の内容をいずれも確岳
=し
、承諾の上、申込を行います。

同意日

ifOし ilケニ■
'('ilザ

20年 月 日
申込者署名欄
※法人申込の場合、
法人名と代表者氏名

!!i.4丁 ■ み`雪
=-1´

fri卜 .

■●!1年 生
‐
IⅢ
 l、 f「

^f｀

20年 月 日 連帯保証人予定者

や■ケ■Ⅲ■:イ r■ (|デ |,I「 ケfI

登録情報 登録期間

1
氏名、生年月日、住所、電話器号
等の本人を特定するための情報

下記の 3又 は4のいずれかの豊
録情報が登録されている期間

2
貫賞掏件の名称、住所等負賞拘
件を特定するための情報

3
委託契約又は保証契約の申込を
した事実

当社が加盟家質債務保
=[情
報取扱

機関に照会した日から6と 月`間

4
当社の質買人に対する支払い萩
況、求領金支払請求訴訟及び建
拘明渡競求訴訟に関する情報

契約期間中及び契約終
が消滅してからう年間

了後領務

別 008‐ 001‐2205



暴力団等反社会的勢力ではないこと等に関する表明・確約書

有限会社 高蔵住宅

代表取締役 安里 明友美 殿

1私 [当社 (役員及び経営に実質的に関与している者を含む)]は、現在又は将来にわたって、次の各号の反社会的勢力の
いずれにも該当しないことを表明、確約 (いたします 。いたしません〉。

① 暴力団 ② 暴力回員 ③ 暴力団員でなくなってから5年を経過していない者 ④ 暴力団準構成員 ⑤ 暴力団関係
企業 ④ 総会屋等 ⑦ 社会運動等標ばうゴロ ① 特殊知能暴力集団 ② 半グレ ⑩ その他前各号に準ずる者

2私 [当社]は、現在又は将来にわたって、前項の反社会的勢力と次の各号のいずれかに該当する関係がないことを表明、
確約 くいたします。いたしません)。                                  、

① 反社会的勢力によって、その経営を支配される関係                        .
② 反社会的勢力が、その経営に実質的に関与している関係

③ 自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図り、又は第二者に損害を加えるなど、反社会的勢力を利用している関係

④ 反社会的勢力に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなどの関係

⑤ その他反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係

3私 [当社]は、自ら又は第三者を利用して次の各号のいずれにも該当する行為を行わないことを表明、確約くいたします。

いたしません)。

① 暴力的要求行為

② 法的な責任を超えた不当な要求行為

③ 取引に関して脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為

④ 風説を流布し、偽計又は威力を用いて、貴社の信用を毀損し、又は貴社の業務を妨害する行為

⑤ その他前各号に準ずる行為

4私 [当 社]は、同居人及び連帯保証人との関係において、次の各号のとお りであることを表明、確約 (いたします・
いたしません )。

① 同居人及び連帯保証人が前1, 2及び3に該当せず、将来においても前1, 2及び3に該当しないこと

② 同居人及び連帯保証人が前号に該当することが判明した場合には、直ちに契約を解除し、又は契約解除のための措置を

執ること

5私 [当社]は、下請け又は再委託先業者 (下請け又は再委託契約が数次にわたるときは、その全てを合む。以下同じ。)と
の関係において、次の各号のとおりであることを表明、確約 (いたします 。いたしません)。

① 下請け又は再委託先業者が前 1, 2及び3に該当せず、将来においても前 1, 2及び3に該当しないこと

② 下請け又は再委託先業者が前号に該当することが判明した場合には、直ちに契約を解除し、又は契約解除のための措置

を執ること

6私 [当社]は、下請け又は再委託先業者が、反社会的勢力等から不当要求又は業務妨害等の不当介入を受けた場合は、こ
れを拒否し、又は下請け又は再委託先業者をしてこれを拒否させるとともに、速やかにその事実を貴社に報告し、貴社の

捜査機関への通報に協力することを表明、確約 くいたします 。いたしません)。

7私 [当社]は、これら各項のいずれかに反したと認められることが判明した場合及び、この表明・確約が虚偽の申告であ
ることが判明した場合は、催告なしで、この取引が停止され又は解約されても一切異議を申し立てず、また賠償ないし補

償を求めないとともに、これにより損害が生じた場合は、一切の私 [当社]の責任とすることを表明、確約 (いたします。

いたしません)。

住所

(工 りがな)

氏名 (署名)

昭・平 年  月  日生 (  歳)

令和  年  月   日

(注)1か ら7ま での各項目末尾の くいたします・いたしません)は、必ず署名者本人が、どちらかを○で囲んでください。


